
一般会計 【人権・同和教育課】

○東伯文化センターフェンス修繕　　　　　　　　２８９千円
経済危機対策事業により、老朽化が目立つ園庭南側フェンス（２４ｍ）に、在来フェンスの

撤去、フェンス基礎の補修、フェンス本体の取付け等の改修を行いました。

○東伯文化センターエアコン取付工事　　　　　　　　７６７千円
経済危機対策事業により、老朽化が目立つエアコンに、既存製品の取外し、天吊形製品

の取付け、室外機の取替等の改修を行いました。

「成果」 ①施設の老朽化した部分を整備し、今後の使用に資することができました。
「課題」 ①施設の老朽化部分等の修繕・改良、駐車場等の整備が必要です。

○　同和対策総務事業　　　　２，６５９千円
　人権・同和行政確立に向け啓発活動事業及び同和問題解決のため各種団体等へ負担

　金等の支払いを行いました。

○　就職促進奨励金　　　　　 　　１５０千円
　新規学校卒業者のうち就職について、特に援助を必要とする者に対し常用就職の促進

　及び就業の安定を図るために支給しました。

「成果」　①琴浦町あらゆる差別をなくする実施計画にもとづき、必要な人権・同和行政が積極
的に実施されました。

「課題」　①同和問題の正しい理解と認識を深め、同和行政を確立し、もって同和問題のすみ
やかな解決を図る必要があります。

東伯郡同和対策協議会負担金 ３２千円
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支　給　人　数 支　　給　　額
６　人 １人あたり　２５，０００円

琴浦町同和対策推進協議会補助金 ２，６００千円
部落解放 ・人権政策確立要求鳥取県実行委員会負担金 ２７千円

担当課決算額 ２，８３５千円 ２，８０９千円

負　　　　　担　　　　　金　　　　　等 金     額

3 同和対策総務費 ２，８３５千円 ２，８０９千円

1 社会福祉費 予　算　現　額 決　　算　　額
款 3 民生費

項

目

款 2 総務費
項

目

9 きめ細かな臨時交付金事業 最終予算額 決　　算　　額

1
きめ細かな臨時交付金事業
（繰越明許） １８０，０８９千円 １７４，３０４千円

担当課決算額 １，１４５千円 １，０５６千円

工事請負費 ７６７千円

工事請負費 ２８９千円



一般会計

「成果」 ①学習会では、学力保障に向けて親子研修や交流会など様々な活動を行った。作品
展示や発表など各事業の集大成である部落解放文化祭に1,000名以上の参加があ
りました。

「課題」 ①年間を通して各種事業の参加者を増加させていくことが部落解放文化祭の関係者
増加に繋がるので、広報活動等の充実を図る必要があります。

月2回 対象人数 ２５人
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高年者学級 月1回 １５６人
教室活動（3教室）

中学生解放「学習会」 週１回 対象人数　４２人
高校友の会解放「学習会」 年間４回 対象人数 ４２人

小学生解放「学習会」 週１回 対象人数1～6年５６人
県外研修 奈良県御 小6年・中１年 ３９人

定例連絡会（解放保育） 月１回 対象人数１２人
定例連絡会（解放教育） 月1回 対象人数 ９人

事　　業　　名 回　数　他 参 加 人 数・対 象
部落解放文化祭 年1回（11 延べ　９６８人

【赤碕文化センター】

中学生中２親子県外研修 広島 ２０人

対象人数 ６７人年間１２５教室活動（６教室）

高校友の会学習会 年間５回 ５０人

中学生学習会 週１回 1～3年　２８人
中学生生活体験学習 　1泊2日 1～3年　２８人

小学生学習会 週1回 1～6年　４２人
小学生生活体験学習 １泊２日 4～6年　２１人

同和問題懇談会 年間７回 延べ  ２８８人
委員　　１１名定例連絡会 月１回

○隣保館運営事業　　５，１７９千円

　部落差別をはじめ、あらゆる差別の解消に向けた各種学習活動に取り組みました。

【東伯文化センター】

年2回
委員11名
委員12名

○学習活動事業　　　  ２，５７０千円

事　　業　　名

○生活相談事業　　　　 ４，７４０千円

延べ　　　 １１，２８６人

民生費
項
目 4

２０，３３９千円

○人件費　７，８５０千円（嘱託職員　３名　臨時職員　１名）

決　　算　　額
款 3

隣保館運営費 ２６，２２３千円 ２５，８９９千円
担当課決算額 ２０，６６３千円

【人権・同和教育課】
1 社会福祉費 最終予算額

延べ　　 　１１，９０２人

ふれあい講座 年間３９回 ３８４人

事　　業　　名 回　数　他 参 加 人 数・対 象
延べ　１３０５人年１回（１１部 落 解 放 文 化 祭

運営審議会（東伯文化センター）

運営審議会（赤碕文化センター）

年間利用者数（東伯文化センター）

年間利用者数（赤碕文化センター）

回　数　他 参加人数・対象
年2回

生活相談件数（東伯文化センター）

生活相談件数（赤碕文化センター）

延べ　　　６５件
延べ　　　２１７件

　同和地区住民及び町民を対象に、同和教育講演会・同和問題懇談会・交流学習会・研修会等

　被差別部落住民の生活・健康・福祉・就労等の向上を図るために、生活相談員2名設置し、相



一般会計

「成果」 ①各種活動を通して、子どもたちの主体性の確立、仲間づくりの推進につながっています。
②保護者クラブは、主体的な取組みがなされるとともに、保護者の資質の向上や、親子間

及び保護者間の連携強化につながっています。
「課題」 ①各種活動への参加者が減少傾向にあり、学校との連携や呼びかけによって積極的な参

加を促す必要があります。

「成果」 ①新しい遊びや力一杯遊べる環境を提供することで、日々来館の児童の増加に繋がっています。
②視聴覚機器の導入によって、発表や振返りをより分かりやすいものとしています。

「課題」 ①購入した備品等を児童館事業に活用して行事をより活発なものし、来館者の増加に繋げる
必要があります。

7月・11月 １５０人

子育てふれあい事業
年1回（11 １７５人子どもまつり

乳幼児学級 月1回 １４４人（未入園児対象）
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成美ぽんぽちクラブ育成 年間6回 会員　７０軒
子ども茶道教室 月1回 会員　４人

　地域の子どもが気軽に利用でき、伸び伸びと遊べる楽しく魅力ある児童館になるよう環境整備

その他

○人件費　　　５，０８５千円（臨時職員　２名　　パート職員　5名）
○児童館運営事業　　  ４５０千円

年間利用者数
東伯  ４，５７０人
赤碕 ４，８３５人

開館日数
東伯　　２９５日
赤碕　　２９３日

児童館まつり 年１回（9 １４６人
放課後児童クラブ 開館日 延べ　１，７９５人

７，４０２千円
担当課決算額 ７，７２９千円 ７，４０２千円

目 3 児童館運営費
款 3 民生費

項
７，７２９千円

【人権・同和教育課】
2 児童福祉費 最終予算額 決　　算　　額

２２５人(0～5才児対象)

○地域交流学習事業      ５２５千円

３１０人

参加人数・対象

　文化センターで子どもや親子が交流を通して入園前や入学前の集団づくりや異年齢・保護者

七夕まつり

【東伯児童館】
事　　業　　名

児童館まつり 年１回（6
年１回（7 １０２人

回　数　他
幼児交流会＆親子ひろば 年間18回

児童館活動 月１回 １６５人

年間12回

回　数　他 参加人数・対象
同和教育研修会(学習会)

　児童に健全な遊びの場を提供しながら健康を増進し、情操を豊かにすると共に、部落差別を

○安心こども基金事業      １，３４２千円

会員　４３軒

【赤碕児童館】
事　　業　　名

年間16回 各地域で実施７６人

しもいせ保護者クラブ育成



一般会計

○人件費　　　　　　　　　　２６，５６２千円（一般職４人）

○進学奨励金給付事業　　　　　　　　　　　　　　　５，１０２千円
本町の同和地区出身者で、高等学校、高等専門学校、大学、大学院、専修学校に在学する

人に対し、社会に有用な人材を育成することを目的として奨学金を支給しました。
・ 8、10、1月に給付及び学習会を、各文化センター等で開催しました。

「成果」 ①給付に伴い、各高等学校に教師派遣を要請し、学習会を開催しています。受給者
が本事業の目的や意義、様々な人権について学習できる良い機会となっています。

「課題」 ①奨励金を受取るだけでなく、知識や理解を深めてもらうため、学習会の内容の充実
を図る必要があります。

②より多くの高校生や家庭を支援できるよう、周知方法を見直す必要があります。
（単位：円・人）

○人権・同和教育推進事業（事務局費）　　　　　　２，６２９千円
行政職員等が部落差別をはじめあらゆる差別の問題について正しい理解と認識を深めるこ

とはとても重要なことです。そのため県内外の各種大会等へ派遣しました。
また、鳥取県部落解放月間及び人権週間（町部落解放週間）中に、役場職員、小・中学校

児童生徒、保育園・幼稚園児が着用する啓発ワッペンを購入しました。

「成果」 ①研修会で得た知識を自分の意見として蓄え、人権・同和教育部落懇談会等で
発言することにより、周りの人の人権意識の高揚につながっています。

「課題」 ①行政職員等の資質の向上のためには継続した学習機会の設定が必要です。

　・臨時職員（1人）賃金　　1,709,612円
　・各種大会等への派遣状況 （単位：人）

○社会同和教育推進研究事業　　　　　　　　　　１，００８千円
町人権・同和教育推進協議会及び各地区同和教育推進研究協議会に対し、人権・同和教

育の推進、研究委託を行い、町並びに各地区における人権･同和教育の推進に努めました。

「成果」 ①人権・同和教育部落懇談会等での学習を通して、自己変革したことを実感したり、
学習の場にまた参加したいというような意見が出ています。

「課題」 ①今後も各種分野で多くの学習機会を提供することが必要です。
（単位：円）

-15-４-

参加人数

琴浦町人権・同和教育推進協議会 620,000
名称 委託料

第25回人権啓発研究集会 1/27～28

香川県高松市 2第35回部落解放・人権西日本夏期講座

35,000高等学校（高等専門学校含む） 5,000 1 7

決　　算　　額最終予算額
４１，６９９千円 ４１，３０８千円

４１，３０８千円担当課決算額

9
5
8

社会教育費
人権・同和教育費

款
項
目

教育費

４１，６９９千円

支給額
高等学校（高等専門学校含む） 5,000 44 12 2,640,000

区分 単価 人数 月数

30,000

大学（短期大学・大学院含む） 8,500 14 12 1,428,000

高等学校（高等専門学校含む） 5,000 1 6

51,000
専修学校（各種学校含む） 8,500 9 12 918,000
大学（短期大学・大学院含む） 8,500 1 6

大会・集会名 期日 場所

5,102,000計 70

6/3～4
米子市 延べ145第35回人権尊重社会を実現する鳥取県研究集会 8/5～6
新潟県新潟市 1部落解放研究第44回全国集会 1１/9～11

各地区同和教育推進研究協議会（５地区）

【人権・同和教育課】

388,000
計 1,008,000

兵庫県姫路市 2
佐賀県佐賀市 2第62回全国人権・同和教育研究大会 11/20～21



○部落差別撤廃とあらゆる差別をなくする啓発　　　４４９千円
琴浦町あらゆる差別をなくする施策推進プロジェクトチーム会議、琴浦町あらゆる差別をなく

する審議会おいて、琴浦町あらゆる差別をなくする実施計画（前期分）に基づく施策の実施状
況の把握・点検及び同実施計画（後期分）の検討を行い計画を策定しました。

また、同会議・審議会及び住民意識調査分析・考察委員会において、平成22年度に実施し
た「琴浦町人権・同和教育に関する意識調査」の分析・考察を、設問の検討を行い、調査報告
書を作成しました。

「成果」 ①施策の実施状況の把握・点検を行うことで、計画的な事業推進ができました。
②今後の計画的な人権施策推進のための実施計画（後期分）を策定することが

できました。
③意識調査の分析・考察により、成果と課題を明らかにすることができました。

「課題」 ①意識調査で明らかになった課題解決のため研修内容・方法等の検討が必要です。

○人権・同和教育推進事業（町単独）　　　　　　　　２６２千円
人権・同和教育部落懇談会の推進等、各部落における人権・同和教育を推進していくた

めには、各部落の人権・同和教育推進員の資質の向上が必要であり、推進的立場の人の研
修会を実施し、部落差別をはじめあらゆる差別の問題について正しい理解と認識を深めま
した。

「成果」 ①人権・同和教育部落懇談会について、人権・同和教育推進員には「自分たちで
実施するんだ」という意識の下、主体的に取り組みを行う人もいます。

「課題」 ①部落によっては、毎年、人権・同和教育推進員が交代となる場合もあるため、初
めて推進員となる人もあり、充実した研修会の実施による資質の向上が必要です。

（単位：人）

○人権教育推進員設置事業　　　　　　　　　　　４，９９６千円
生活実態に現れる人権課題の解決のため、人権問題の学習機会の拡充、学習内容の充

実など社会教育活動の一層の推進を図ることを目的に、人権教育推進員を2人設置し、人権
・同和教育の推進を図りました。

「成果」 ①各種大会等へ参加し、知識を深め、学校の人権・同和教育学習等で指導・助言す
ることによって、町全体における人権・同和教育の取組の向上につながっています。

「課題」 ①より内容充実した学習の機会を提供し、自主的な学習の支援と促進を図る必要が
あります。

○人権・同和教育推進事業（法務省委託）　　　　　３００千円
人権・同和教育の推進を図るため、広く住民を対象に人権に関する学習機会を提供しまし

た。
「成果」 ①参加者アンケートによる満足度調査を行っている。近年の各事業の満足度は概

ね70％以上の値を得ています。
「課題」 ①高い満足度を得ても、その翌年度の参加者数が減少している場合もあり、広報活

動の充実を図る必要があります。
（単位：人）

赤碕地域ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ他 延べ442人
差別をなくする町民のつどい 12/5 カウベルホール 309人

場所 参加人数
人権・同和教育講座①～③ 7/28、8/19,25 まなびタウンとうはく他 延べ359人
人権・同和教育講演会（４回） 11/4,5、1/31、2/2

場所 参加人数

大会・集会等名 期日

人権・同和教育部落懇談会事前研修会
（人権・同和教育推進員研修会）：東伯

1/31、2/2
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研修会名 期日
人権・同和教育部落懇談会事前研修会
（人権・同和教育推進員研修会）：赤碕

11/4,5
赤碕地域ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝ
ﾀｰ、成美地区公民館

延べ185人

まなびタウンとうはく、
カウベルホール

延べ257人



住宅新築資金等貸付事業特別会計

○貸付事業費　　　　　　　　　　９２１千円
住宅新築資金等貸付事業の徴収償還事務に要した経費です。

○住宅新築資金等貸付金の起債償還金（元金）事業　　　　　　　　１９，６９２千円
住宅新築資金等貸付金の起債償還金（元金）です。

○住宅新築資金等貸付金の起債償還金（利子）事業　　　　　　　　３，８０５千円
住宅新築資金等貸付金の起債償還金（利子）です。

○前年度繰上充用金　　　　　　　６８，２４３千円
平成２１年度に不足額が生じたので繰上充用しました。

成果 徴収償還事務に使用することができた。また、起債償還（元金・利子）をすることができた。

課題　不景気による収入減等もあり、未償還額の分割による返還が長期化傾向にある。

項 1 繰上充用金
目 1

担当課決算額 ３，８０６千円 ３，８０５千円

最終予算額 決　　算　　額

３，８０５千円日本郵政公社

款 4 諸支出金

2 利子 ３，８０６千円 ３，８０５千円
2 公債費

項
目

１９，６９２千円 １９，６９２千円

-15-６-

担当課決算額 ６８，２４３千円 ６８，２４３千円
繰上充用金 ６８，２４３千円 ６８，２４３千円

款
1 公債費 最終予算額 決　　算　　額

日本郵政公社

担当課決算額

公債費
項 1 公債費
目 1

担当課決算額

１９，６９２千円

９３７千円 ９２１千円

款 2
最終予算額 決　　算　　額

元金 １９，６９２千円 １９，６９２千円

1 資金貸付事業費 ９３７千円 ９２１千円

【人権・同和教育課】

款 1 資金貸付事業費
項 1 資金貸付事業費 最終予算額 決　　算　　額
目


